
１．テーマ選定

項目名： 多文化防災の推進に向けた連携体制の強化 2 0 2 4 年 1 0 月 2 3 日

県 民 文 化 局

（ 多 文 化 共 生 推 進 室 )

○ 愛知県では、 「多文化防災」の推進に向けた取組の一環として、大規模災害発生時に外国人被災者を支援するため、
「愛知県災害多言語支援センター （以下「センター」という。）」を設置し、災害情報の多言語による発信や、被災市町村
の外国人相談対応等における通訳・翻訳の支援、関係機関との連絡調整等を実施することとしている。

○ 大規模災害時にセンターを効果的に運用するためには、避難所等における外国人の被災情報の把握が必要となるこ
とから、円滑な情報収集の方策について検討する必要がある。

２．現状把握

○ 本県の外国人県民の状況等（2023年12月末現在）
・ 外国人県民数 約31万人 （全国で２番目に多く、県民総人口の4.2％を占める。）
⇒ 外国人県民の防災対策が重要

〇 愛知県災害多言語支援センターについて

（１）設置主体 愛知県※

※震度５強以上の地震等の大規模災害発生時に
臨時的に設置。

（２）運営主体 愛知県と公益財団法人愛知県国際交流協会
(ＡＩＡ)の共同運営

（３） 活動内容
・ 外国人被災状況等の情報収集
・ 多言語による情報提供
・ 被災市町村の外国人相談対応等における通訳及び翻訳
の支援

・ 関係機関との連絡調整

【センターによる支援の流れのイメージ】

（愛知県西庁舎、あいち国際プラザ（愛知県三の丸庁舎））
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○ 本県ではセンター設置の実績がないが、2024年１月に発生した能登半島地震でセンターを設置した石川県の担当者
へヒアリングを行った結果、以下のような課題が挙げられており、本県においても検討が必要。

〇 センターの効果的な運用（外国人被災者のニーズに応じた情報提供
の実施）に向けた課題
① 災害情報等の発信の手法（HP、SNS）の周知

・ 現在も「あいち多文化共生ネット（HP）」や「あいち多文化防災ポケッ
トガイド」等で周知しているが、外国人の認知度が低い可能性がある。

② 外国人被災者のニーズを踏まえた発信情報の精査

・ 国、県等が発表する災害情報や被災者支援、行政手続に関する
情報について、必要な情報を抽出し、多言語で提供（プッシュ型）

⇒ ニーズの把握が真に必要な情報発信の取捨選択の判断材料になる。

⇒ ニーズの把握にはデジタル技術（ツール）の活用が考えられる。

近年、多言語の翻訳技術や音声読み上げ技術を活用した民間企業の
サービスが増加しており、多文化防災にデジタルツールを活用できる
環境が整いつつある。

多文化防災の推進に向け、２０２６年度までに、大規模災害時に外国人被災者のニーズに応じた的確な情報発信をセン
ターが行うための仕組みを構築し、外国人被災者支援の強化を図る。

３．目標設定

２．現状把握（前ページからの続き）

課題 ※担当者の所感であり、石川県の公式見解ではない項目

仕組化はされておらず、災害対策本部の資料や記者発表資料等からセンターを運営する国際交流課職
員が情報収集を行った。

センターと県災害対策本部
との連携

全域が被災した市町では、多文化共生担当課職員が本来業務以外に対応せざるを得ず、県のセンター
と連携した被災外国人支援への対応は困難な状況だった。

市町村との連携

外国人労働者は避難所よりも寮や自宅に留まる場合が多く、被災状況の収集・把握が困難だった。外国人労働者の状況把握

市町や地域国際交流協会、地域日本語教室関係者等の既存のネットワーク以外に、技能実習生の監理
団体や受入企業等との繋がりが必要となる。

平時のネットワーク構築
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NICT※の多言語翻訳技術を活用した民

間サービスの提供状況（2024年1月現在）

サービスの数

（当該年度に開始したサービスと前年まで

に開始したサービスの合計）
※国立研究開発法人情報通信研究機構
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【問題①】 災害に関する情報発信や外国人被災者のニーズ把握に関する情報収集等に関する専門的知見が不足している。

⇒ 県災害対策本部、NPO、ボランティア団体等の関係機関の知見を活用できていない。
⇒ 各機関と連携体制が構築できていない。【真因①】

【問題②】 各避難所等における外国人被災者の情報収集が難しい。

⇒ 外国人被災者の情報収集に十分対応できない。
（発災直後の混乱、避難所スタッフ（主に市町村職員）のマンパワー不足、アナログ（紙）の避難者登録、言語の壁等）

⇒ これまでにセンターを立ち上げたことがないため、実際にセンターを設置した際の運営方法が確立していない。 【真因②】

【問題③】 避難所スタッフ、外国人避難者双方に負担をかけず効率的に情報収集を行う仕組みがない。

⇒ どのような仕組みを構築すればよいのか、専門的な知見が不足している。【真因③】

４. 要因解析

５. 対策立案

【対策①】 外国人被災者に関する情報収集・発信体制を構築するため、県災害対策本部、NPO、ボランティア団体等の関
係機関と連携を強化し、センターの効果的な運用に繋げる。

〇 県災害対策本部との連携（２０２４～２０２５年度）
・ センターを災害対策本部の組織として新たに位置付け、災害対策本部との
情報共有や災害対策本部と連携した情報発信の仕組みを作る。
（必要に応じて多文化共生推進室職員を災害対策本部災害情報センターに派遣）

・ 発災時における外国人被災者の被災情報の情報共有方法を整理し、マニュアル等を作成

・ 平時と発災時（発災時のタイムラインごと）に分けて、多言語で発信すべき情報を
整理し、マニュアル等を作成

・ 災害対策本部と連携した訓練を実施（外国人県民の参加も検討）

〇 NPO、ボランティア団体、市町村、警察や出入国在留管理庁等の行政機関等との連携（2025～2026年度）

・ 人的ネットワークによる情報収集体制の強化

・ NPO等を通じた外国人コミュニティのキーパーソン（例：平時から市町村の防災訓練

等に参加し災害時にリーダーとしての役割が期待される外国人住人）との関係作り

・ 外国人被災者のニーズに即した情報発信に係る市町村、市町村国際交流協会等との連携

発災時に備え、データ
ベースを作成

災害多言語支援センター

県災害対策本部

災害多言語
支援センター

県災害
対策本部

【これまで】

【2025年度以降】
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・ 多くの外国人が就労する民間企業、行政機関（警察や出入国在留管理庁など）等を通じた情報発信の仕組み、
ネットワークの構築

・ 平時における連携（災害時外国人支援活動講座での連携、啓発での協力、「顔の見える関係」づくり」）

（連携協定の締結についても検討）

【対策②】 AIAと共同でセンター設置運営訓練を実施し、情報収集・情報発信の問題点を洗い出し、改善を行う。
(202４～２０２5年度)
他の都道府県の訓練手法を参考に実施方法を再検討した上で、センター設置運営訓練を実施し、設置に

係る手続や関係機関との連絡方法の確認、情報収集・情報発信の問題点を洗い出し、改善を行う。

【対策③】 避難所等における外国人被災者の情報収集について、効果的な仕組みを検討するため、外国人被災者支援の
専門的な知見を有するNPO等と連携して調査を実施し、調査結果に基づき情報収集の仕組みを構築する。
(2024～2026年度）
過去の大規模災害における外国人被災者支援の事例が少ないため、外国人被災者支援の第一線に立つNPO

等の知見を活用する必要がある。

【ヒアリング調査の例】
・ 他の都道府県の先進的な取組事例のヒアリング調査
・ 国や民間企業が開発している多言語翻訳支援技術や情報収集アプリの活用方法
・ 地方自治体による独自の外国人被災者支援用アプリの開発状況

６. 今後の進め方

５．対策立案（前ページからの続き）

2026年度2025年度2024年度

・情報収集の仕組み構築
・（～翌年度以降）仕組みの実効性
確認と改善を目的とした訓練の実
施

・調査の実施、取りまとめ

・県災害対策本部、NPO、行政機関等と
の連携強化に向けた取組【対策①】

・センター設置運営訓練の実施【対策②】

・調査の内容検討 【対策③】

・県災害対策本部と
連携した訓練の実施
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※2012年までは12月31日現在、2013年以降は６月末、12月末現在の数。
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県内外国人住民数の推移（2023年12月末現在） 主な在留資格別県内外国人住民数の推移（2023年12月末現在）

参考資料
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愛知県災害多言語支援センターの概要
【事業概要】

愛知県災害多言語支援セン
ターでは、災害対策本部など
から発信される情報をＷＥＢ
ページ等により多言語で発信
するとともに、被災外国人を
直接支援する市町村等の依頼
に基づき、文書の翻訳や通訳
の派遣等による言語面の支援
を行います。

あいち多文化共生推進プラン2022 年次レポート

背景・経緯
災害時における外国人は、文化的背景や言語の違いが壁となり、災害や支援に関する情報を得ることができな
いおそれがあります。そのため、大規模地震等の災害発生又は発生する見込みがあるときに、被災外国人を言
語面で支援し、地域に暮らす日本人と同等の状況となるようにする必要があります。
そのため、災害時に「愛知県災害多言語支援センター」が設置されます。

事業内容
【設置主体】 愛知県
【運営主体】 愛知県と愛知県国際交流協会の共同運営
（2014年度 愛知県国際交流協会と運営連携協定の締結）

【活動内容】
・多言語による災害情報の提供
・被災市町村の外国人相談対応等における、
通訳及び翻訳の支援

・関係機関との連絡調整支援

【開設基準】
(1)県内に第3非常配備が発令されたとき。
(2)県内に第2非常配備警戒態勢が発令され、愛知
県広域ボランティア支援本部の設置や県内市町村
における避難所の設置等、市町村等が外国人県民
に対し災害時支援を行う可能性があると判断した
とき。

◇詳しくはこちら︓https://www.pref.aichi.jp/soshiki/tabunka/saigaitagengo-center.html

（愛知県西庁舎、あいち国際プラザ（愛知県三の丸庁舎））
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「防災・減災のための多言語支援の手引き 2023」（一般財団法人自治体国際化協会（クレア）） 
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※ 英語版
   （他に中国語、ポルトガル語、スペイン語、ベトナム語を作成）
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地方公共団体における多言語翻訳技術の活用の推進について

多言語翻訳技術を活用した民間企業の製品・サービスの活用

先進的な取組事例の紹介（多文化共生アドバイザー制度の活用等）

地域における多文化共生の推進に要する経費のうち、多言語翻訳サービスの導入・運用経費（翻訳機器の購
入費、リース料、保守料、通信料、相談料、ライセンス料、操作マニュアル作成費、職員向け研修費、その他
初期費用等の翻訳機器（タブレット端末）の配備に要する経費等）について、特別交付税措置の対象
（市町村分）

・国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）が開発した多言語翻訳技術※

を活用した民間企業の製品・サービスの事例の活用
※NICTが試験公開している｢VoiceTra｣（音声翻訳）及び｢みんなの自動翻訳
＠TexTra｣（テキスト翻訳）に使用している技術

・地方公共団体が多言語翻訳システムを導入する際の共通課題やそれらへの解
決策について整理し、円滑な導入に向けた手順や留意点を掲載した地方公共団
体向けガイドの活用

・「多文化共生アドバイザー制度」の活用
多言語翻訳サービスを用いた取組等の見識を有する「多文化共生アドバイザー」の活
用（必要経費については特別交付税措置の対象）
※アドバイザー名簿は総務省HPに掲載

・「多文化共生事例集」を更新・改訂

『地方公共団体における「多言語音声翻訳サービス」の導入ガイ
ド』の活用

令和３年４月23日付け
都道府県等宛て通知

＜共通課題と解決策の例＞

各地方公共団体におかれては、まずは多言語翻訳技術を試用いただき、その結果や地域の実情を踏まえ同技術に係るサービス
の利用を積極的に検討・推進いただきますようお願いします。

導
入
時

運
用
時

8
令和６年度地域国際化連絡会議・多文化共生地域会議資料
　　　　　　　　　　　　　（総務省自治行政局国際室）
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